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衆議院地方創生に関する特別委員会ニュース 

平成30.3.19 第196回国会第４号 

 

3 月 19 日（月）、第４回の委員会が開かれました。 

 

１ 地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律案（内閣提出第５号） 

地域再生法の一部を改正する法律案(内閣提出第７号） 

・梶山国務大臣から提案理由の説明を聴取しました。 

・梶山国務大臣、長坂内閣府大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容）

太田昌孝君（公明） 

・地方創生に関するこれまでの諸施策の評価及び実績、

また、２法案の提出の背景を含む今後の方針について、

大臣の見解を伺いたい。 

・地域における大学振興・若者雇用創出のための交付金

制度と従前の文部科学省による産学連携のための補助

金制度との相違点について、大臣に確認したい。 

・これから大学に進学する若者に対する給付型奨学金に

よる支援だけでなく、過去に十分な奨学金支援が受け

られなかった若者に対しても何らかの支援を行い、世

代間の格差を是正することが、若者の地方への定着を

促す上で必要と考えるが、大臣の見解を伺いたい。 

・近畿圏中心部及び中部圏中心部を移転型事業に係る地

方拠点強化税制の適用対象に追加することは、地方へ

の企業移転の促進に結び付かないと考えるが、内閣府

の見解を伺いたい。 

 

牧島かれん君（自民） 

・地方の企業におけるインターンシップの推進に関する

成果と課題及び今後の活性化への取組の方向性につい

て、内閣官房の見解を伺いたい。 

・大学の定員抑制を行うことにより、大学の国際競争力

が失われることがあってはならないと考えるが、内閣

官房の見解を伺いたい。 

・商店街の活性化を支援していくに当たり、何が重要な

ポイントであると考えているか、内閣府の見解を伺い

たい。 

・今回の地域再生法改正案の施行後における、地域運営

組織の形成の推進に関する見通しについて、内閣府の

見解を伺いたい。 

 

 

 

神田憲次君（自民） 

・地方の大学がキラリと光るためには、地域内資源だけ

ではなく、トップレベル人材の招へいなど外部資源を

活用することが重要であると考えるが、大臣の見解を

伺いたい。 

・特定地域内の大学の収容定員を抑制する意義について、

内閣府大臣政務官の見解を伺いたい。 

・法律改正後も地方拠点強化税制における拡充型事業の

対象外である名古屋市を、対象とする必要があると考

えるが、内閣府の見解を伺いたい。 

・地域再生エリアマネジメント負担金制度を活用した活

動を推進していくための取組について、内閣府の見解

を伺いたい。 

・地域の特性を活かした商店街活性化を進める必要につ

いて、大臣の見解を伺いたい。 

 

 

 

 

 

 

 


